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有率の増加を意味する ととらえる ζ とができる。たしかに今日多くの企業































ャγグ (RB. Young)は成長という言葉はきわめて多く用いられながら， も
っともうま〈定義されていない言葉であるとLづ。しかし彼もその調査わにお
~ J. C ァd 〆レンー企業成長の論理，昭和45年.。今井賢一の上記論文に紹介されている宇沢氏の論旨D


























?う R. B. Young “Kcys to Corp日 D.tcGrowth"， H.叫 -vardBusiness Re目白:v， Nov..Dec. 1961 
$ Cannon. Business Strategy;拙稿経営戦時について，経済論叢，昭和M年9月号参照。



















































































28 (176) 第 108巻第3.4号
度安定的な顧客を確保しようと努めるのである。企業は製品を売るのでなし
それら多くの要素をふくめた機能を売るのだとも言われる。製品計画(新製品開













































































9) R. L. Katz “Skil1s for E旺αctiveAdministrator"， Harvard Business R四 iew，Jan.-
Feb. 1955 

































































1') .W. G.，Bennis: Changing Organizati，帥 5，1966; W. G. Be沼田s，K. D. Benne and R 
Chin， The Flannutg oJ仁志“nge，1961 
1~ たとえばH.1. Ari回，ff:Coァ-porate品rategy，1965; R. L. Ackoff: A.Cont唖.tofCoゅorate
Plallning， 1970; R. L. Kalz; 11-品刃agementof the Total Ente中司'se，1970，など。



















































































36 (184) 第 108巻第3・4号
じ他方，外部環境の変化に対応Lて有効な適応をはかることが含まれている。
そしてと〈に環境変化のはげしい現代においては，後者.すなわち有効な摘応
活動が重要であり，成長産業分野の選択と経営戦略の決定がきわめて重要であ
る。そのことは筆者が関係した最近の調査に照らしても明らかである。もとよ
りいかなる適応を行なうか，またし、かなる機能に重点をおくかはは企業によっ
て一様ではない。
